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対症療法の限界

制度的補完性
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伊藤元重（いとう・もとしげ）
NIRA理事長。東京大学経済学部卒。米国ロチェスター
大学Ph.D.。専攻は国際経済学、流通論。1993年東京
大学経済学部教授、96年同大学大学院経済学研究科教
授、現在に至る。最新編著『日本の医療は変えられる』
NIRA編、（2009年12月）東洋経済新報社。

世代間問題
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長期的視点での
雇用政策を

雇用情勢の現状

雇用戦略の「鍵となる目標指標」と「軸となる戦略」

いま求められる日本の雇用戦略
樋口美雄

慶應義塾大学商学部教授
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ワーク・ライフ・バランスの実現を目指す雇用戦略

高質な雇用機会の創出を目指す雇用戦略
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外部労働市場の構築と就業促進的セーフティ
ネットの強化を目指す雇用戦略

樋口美雄（ひぐち・よしお）
慶應義塾大学博士課程修了。博士（商学）。専門は、労働経済学、計量
経済学。慶應義塾大学商学部助教授を経て、1991年より現職。最近の
著書に『日本経済の構造変化と景気回復』（2009年12月）（樋口美雄・
財務省財務総合政策研究所編著）日本評論社。
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長期的視点での
雇用政策を

予期されていた若年問題

注1

図表１

欧州での経験

若年労働市場と雇用政策
求められる雇用創出への挑戦

阿部正浩
獨協大学経済学部教授

［図表1］年齢階級別失業率の推移（月次）

（出所）『労働力調査』（総務省統計局）
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遅れた日本の対応

若年労働に対する政策の現状
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阿部正浩（あべ・まさひろ）
1966年生。福島県出身。慶應義塾大学商学部卒業、慶應義塾大学大
学院商学研究科満期退学。博士（商学）。一橋大学経済学部経済研究
所助教授を経て、現職。主な著書に『日本経済の環境変化と労働市
場』（2005年）東洋経済新報社、『キャリアのみかた』（共編著、2010
年）有斐閣がある。

求められる雇用創出への挑戦

図表２

●注
注１　報告書全文のURL：http://www.nira.or.jp/pdf/0801report.pdf

［図表2］大卒者の求人と就職希望者の推移

（出所）『大卒求人倍率調査』（リクルートワークス研究所）
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長期的視点での
雇用政策を

年齢区分でみた労働生産性

注１

図表１

実質的な労働供給の将来推計と２つの留保点

図表２

年齢区分による生産性と
若年雇用問題

神野真敏
総合研究開発機構（NIRA）ジュニアリサーチフェロー

［図表1］年齢区分別労働生産性指数

（出所）NIRA研究報告書『高齢化は脅威か？－鍵握る向こう10年の生産性向上－』より抜粋

全部門の労働生産性指数

農業・政府関係を除いた部門の労働生産性指数

製造業関係の労働生産性指数

農業・政府関係を除いた部門の労働生産性指数（２次近似式）
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図表３

［図表2］将来実質労働供給

（出所）NIRA研究報告書『高齢化は脅威か？－鍵握る向こう10年の生産性向上－』より抜粋
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［図表3］年齢階級別失業率

（出所）1．OECD.Stat Extracts（http://stats.oecd.org/）より作成（2010/03/09アクセス）。
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神野真敏（じんの・まさとし）
1972年生。愛知県出身。大阪外国語大学外国語学部卒業、名古屋大
学大学院経済学研究科修了。博士（経済学）。名古屋大学大学院特別
研究員を経て、現職。主な研究に、“Is it beneficial for households 
without children to subsidy the cost of rearing children to increase 
pension benefits?”（Economics Bulletin, 2008）などがある。

労働の流動化が生産性にもたらす影響

注２

●注
注１　NIRA研究報告書、2009年11月、第４章「年齢区分でみた労働生産性の推
計」『高齢化は脅威か？－鍵握る向こう10年の生産性向上－』
http://www.nira.or.jp/outgoing/report/entry/n091127_412.html
注２　『労働力調査（詳細集計）』より、就業希望の非労働力人口のうち「適当な
仕事がありそうにない」ことを非求職理由とする者（求職意欲喪失者）の数を用
いて計算。

●参考文献
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長期的視点での
雇用政策を

注１

失業に関わる政策の効果と家計による雇用リ
スクへの対応

雇用リスクへの対応を考える
実証研究のサーベイ

安井健悟
立命館大学経済学部准教授
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就職時点の雇用状況の長期的な影響
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［NIRAホームページ］

http://www.nira.or.jp/index.html
NIRA政策レビューのバックナンバーをはじめ、NIRAの諸活動を紹介するホー
ムページをご利用ください。

NIRA総合研究開発機構
〒150-6034  東京都渋谷区恵比寿4-20-3  恵比寿ガーデンプレイスタワー34階
Tel. 03-5448-1735　 Fax. 03-5448-1744　E-mail. info@nira.or.jp
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安井健悟（やすい・けんご）
慶應義塾大学経済学部卒業、大阪大学大学院博士後期課程修了。
博士（経済学）。一橋大学経済研究所専任講師等を経て現職。最
近の主な論文に「教育が賃金にもたらす因果的な効果について－
手法のサーヴェイと新たな推定」、『日本労働研究雑誌』（No.588、
2009年）。専攻は労働経済学。

おわりに

●注
注１　本稿の初出は、NIRA研究報告書『「市場か、福祉か」を問い直す―日本経
済の展望は「リスクの社会化」で開く―』（2010年３月）。本文で参照した参考文
献一覧は誌面の都合により割愛したため、NIRAホームページより参照されたい。
http://www.nira.or.jp/pdf/0906report.pdf
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